
機械式駐車装置の関係法令 

 

 

○ 駐車場法（昭和３２年 法律第１０６号）（抄） 

 

(目的) 

第一条 この法律は、都市における自動車の駐車のための施設の整備に関し必要な事項を

定めることにより、道路交通の円滑化を図り、もつて公衆の利便に資するとともに、都

市の機能の維持及び増進に寄与することを目的とする。 

 

(用語の定義) 

第二条 この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

一 （略） 

二 路外駐車場 道路の路面外に設置される自動車の駐車のための施設であつて一般公

共の用に供されるものをいう。 

三～五 （略） 

 

 (構造及び設備の基準) 

第十一条 路外駐車場で自動車の駐車の用に供する部分の面積が五百平方メートル以上で

あるものの構造及び設備は、建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)その他の法令の

規定の適用がある場合においてはそれらの法令の規定によるほか、政令で定める技術的

基準によらなければならない。 

 

(設置の届出) 

第十二条 都市計画法第四条第二項の都市計画区域(以下「都市計画区域」という。)内に

おいて、前条の路外駐車場でその利用について駐車料金を徴収するものを設置する者(以

下「路外駐車場管理者」という。)は、あらかじめ、国土交通省令で定めるところにより、

路外駐車場の位置、規模、構造、設備その他必要な事項を都道府県知事(市の区域内にあ

つては、当該市の長。以下「都道府県知事等」という。)に届け出なければならない。届

け出てある事項を変更しようとするときも、また同様とする。 

 

（立入検査等）  

第十八条 都道府県知事等は、この法律を施行するため必要な限度において、路外

駐車場管理者から報告若しくは資料の提出を求め、又は部下の職員をして路外駐

車場若しくはその業務に関係のある場所に立ち入り、路外駐車場の施設若しくは

参考資料４ 



業務に関し検査をさせることができる。  

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係人の請求があつたときは、これを提示しなければならない。  

３ 第一項の立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。  

 

（是正命令）  

第十九条 都道府県知事等は、路外駐車場の構造及び設備が第十一条の規定に基づ

く政令で定める技術的基準に適合せず、又は路外駐車場の業務の運営がこの法律

若しくはこれに基づく命令の規定に違反していると認めるときは、路外駐車場管

理者に対し、その是正のために必要な措置をとるべきことを命ずることができ

る。この場合において、都道府県知事等は、路外駐車場の構造及び設備が当該路

外駐車場の利用上著しく危険であると認めるときは、当該是正のための措置がと

られるまでの間、当該路外駐車場の供用を停止すべきことを命ずることができ

る。 

 

 

 

○ 駐車場法施行令（昭和３２年 政令第３４０号）（抄） 

 

第二章 路外駐車場 

第一節 構造及び設備の基準 

 

(適用の範囲) 

第六条 この節の規定は、路外駐車場で自動車の駐車の用に供する部分の面積が五百平方

メートル以上であるものに適用する。 

 

(自動車の出口及び入口に関する技術的基準) 

第七条 法第十一条の政令で定める技術的基準のうち、自動車の出口(路外駐車場の自動車

の出口で自動車の車路の路面が道路(道路交通法第二条第一項第一号に規定する道路を

いう。以下この条において同じ。)の路面に接する部分をいう。以下この条において同じ。)

及び入口(路外駐車場の自動車の入口で自動車の車路の路面が道路の路面に接する部分

をいう。以下この条において同じ。)に関するものは、次のとおりとする。 

一 次に掲げる道路又はその部分以外の道路又はその部分に設けること。 

イ 道路交通法第四十四条各号に掲げる道路の部分 

ロ 横断歩道橋(地下横断歩道を含む。)の昇降口から五メートル以内の道路の部分 



ハ 幼稚園、小学校、特別支援学校、保育所、児童発達支援センター、情緒障害児短

期治療施設、児童公園、児童遊園又は児童館の出入口から二十メートル以内の部分

(当該出入口に接する柵の設けられた歩道を有する道路及び当該出入口に接する歩

道を有し、かつ、縁石線又は柵その他これに類する工作物により車線が往復の方向

別に分離されている道路以外の道路にあつては、当該出入口の反対側及びその左右

二十メートル以内の部分を含む。) 

ニ 橋 

ホ 幅員が六メートル未満の道路 

ヘ 縦断勾配が十パーセントを超える道路 

二 路外駐車場の前面道路が二以上ある場合においては、歩行者の通行に著しい支障

を及ぼすおそれのあるときその他特別の理由があるときを除き、その前面道路のう

ち自動車交通に支障を及ぼすおそれの少ない道路に設けること。 

三 自動車の駐車の用に供する部分の面積が六千平方メートル以上の路外駐車場にあ

つては、縁石線又は柵その他これに類する工作物により自動車の出口及び入口を設

ける道路の車線が往復の方向別に分離されている場合を除き、自動車の出口と入口

とを分離した構造とし、かつ、それらの間隔を道路に沿つて十メートル以上とする

こと。 

四 自動車の出口又は入口において、自動車の回転を容易にするため必要があるとき

は、隅切りをすること。この場合において、切取線と自動車の車路との角度及び切

取線と道路との角度を等しくすることを標準とし、かつ、切取線の長さは、一・五

メートル以上とすること。 

五 自動車の出口付近の構造は、当該出口から、イ又はロに掲げる路外駐車場又はそ

の部分の区分に応じ、当該イ又はロに定める距離後退した自動車の車路の中心線上

一・四メートルの高さにおいて、道路の中心線に直角に向かつて左右にそれぞれ六

十度以上の範囲内において、当該道路を通行する者の存在を確認できるようにする

こと。 

イ 専ら大型自動二輪車及び普通自動二輪車(いずれも側車付きのものを除く。以下

「特定自動二輪車」という。)の駐車のための路外駐車場又は路外駐車場の専ら特

定自動二輪車の駐車のための部分(特定自動二輪車以外の自動車の進入を防止す

るための駒止めその他これに類する工作物により特定自動二輪車以外の自動車の

駐車のための部分と区分されたものに限る。) 一・三メートル 

ロ その他の路外駐車場又はその部分 二メートル 

２ 前項第一号の規定は、自動車の出口又は入口を次に掲げる道路又はその部分(当該道路

又はその部分以外の同号イからヘまでに掲げる道路又はその部分に該当するものを除

く。)に設ける路外駐車場であつて、必要な変速車線を設けること、必要な交通整理が行

われること等により、国土交通大臣が当該出口又は入口を設ける道路の円滑かつ安全な



交通の確保に支障がないと認めるものについては、適用しない。 

一 前項第一号イに掲げる道路の部分のうち、次に掲げるもの 

イ 交差点の側端又はそこから五メートル以内の道路の部分 

ロ トンネル 

二 橋 

３ 国土交通大臣は、前項の規定による認定をしようとするときは、あらかじめ、自動車

の出口又は入口を同項第一号イに掲げる道路の部分に設ける場合にあつては関係のある

道路管理者及び都道府県公安委員会と協議し、その他の場合にあつては関係のある道路

管理者及び都道府県公安委員会の意見を聴かなければならない。 

４ 第一項第二号から第五号までの規定は、自動車の出口又は入口を道路内に設ける場合

における当該自動車の出口(出口付近を含む。)又は入口については、適用しない。 

 

(車路に関する技術的基準) 

第八条 法第十一条の政令で定める技術的基準のうち車路に関するものは、次のとおりと

する。 

一 自動車が円滑かつ安全に走行することができる車路を設けること。 

二 自動車の車路の幅員は、イからハまでに掲げる自動車の車路又はその部分の区分に

応じ、当該イからハまでに定める幅員とすること。 

イ 一方通行の自動車の車路のうち、当該車路に接して駐車料金の徴収施設が設けら

れており、かつ、歩行者の通行の用に供しない部分 二・七五メートル(前条第一項

第五号イに掲げる路外駐車場又はその部分(以下この条において「自動二輪車専用駐

車場」という。)の特定自動二輪車の車路又はその部分にあつては、一・七五メート

ル)以上 

ロ 一方通行の自動車の車路又はその部分(イに掲げる車路の部分を除く。) 三・五

メートル(自動二輪車専用駐車場の特定自動二輪車の車路又はその部分にあつては、

二・二五メートル)以上 

ハ その他の自動車の車路又はその部分 五・五メートル(自動二輪車専用駐車場の特

定自動二輪車の車路又はその部分にあつては、三・五メートル)以上 

三 建築物(建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)第二条第一号に規定する建築物

をいう。以下同じ。)である路外駐車場の自動車の車路にあつては、次のいずれにも適

合する構造とすること。 

イ はり下の高さは、二・三メートル以上であること。 

ロ 屈曲部(ターンテーブルが設けられているものを除く。以下同じ。)は、自動車を

五メートル以上の内法のり半径で回転させることができる構造(自動二輪車専用駐

車場の屈曲部にあつては、特定自動二輪車を三メートル以上の内法のり半径で回転

させることができる構造)であること。 



ハ 傾斜部の縦断勾こう配は、十七パーセントを超えないこと。 

ニ 傾斜部の路面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

 

(駐車の用に供する部分の高さ) 

第九条 建築物である路外駐車場の自動車の駐車の用に供する部分のはり下の高さは、

二・一メートル以上でなければならない。 

 

(避難階段) 

第十条 建築物である路外駐車場において、直接地上へ通ずる出入口のある階以外の階に

自動車の駐車の用に供する部分を設けるときは、建築基準法施行令(昭和二十五年政令第

三百三十八号)第百二十三条第一項若しくは第二項に規定する避難階段又はこれに代る

設備を設けなければならない。 

 

(防火区画) 

第十一条 建築物である路外駐車場に給油所その他の火災の危険のある施設を附置する場

合においては、当該施設と当該路外駐車場とを耐火構造(建築基準法第二条第七号に規定

する耐火構造をいう。)の壁又は特定防火設備(建築基準法施行令第百十二条第一項に規

定する特定防火設備をいう。)によつて区画しなければならない。 

 

(換気装置) 

第十二条 建築物である路外駐車場には、その内部の空気を一時間につき十回以上直接外

気と交換する能力を有する換気装置を設けなければならない。ただし、窓その他の開口

部を有する階でその開口部の換気に有効な部分の面積がその階の床面積の十分の一以上

であるものについては、この限りでない。 

 

(照明装置) 

第十三条 建築物である路外駐車場には、次の各号に定める照度を保つために必要な照明

装置を設けなければならない。 

一 自動車の車路の路面 十ルツクス以上 

二 自動車の駐車の用に供する部分の床面 二ルツクス以上 

 

(警報装置) 

第十四条 建築物である路外駐車場には、自動車の出入及び道路交通の安全を確保するた

めに必要な警報装置を設けなければならない。 

 

 



(特殊の装置) 

第十五条 この節の規定は、その予想しない特殊の装置を用いる路外駐車場については、

国土交通大臣がその装置がこの節の規定による構造又は設備と同等以上の効力があると

認める場合においては、適用しない。 

 

 

 

○ 駐車場法施行規則（平成１２年運輸・建設省令第１２号）（平成２７年１月１日施行予定）（抄） 

 

（特殊装置認定の基準） 

第四条 国土交通大臣は、令第十五条に規定する特殊の装置（以下「特殊装置」という。）

であって、構造及び設備並びに安全性を確保するために必要な機能（以下「安全機能」

という。）について国土交通大臣が定める基準に適合しているものを、同条の規定に基

づき、令第二章第一節の規定による構造又は設備と同等以上の効力があると認めるもの

とする。 

２ 前項の場合において、特殊装置が、その安全機能について認証を受けたものであると

きは、当該特殊装置については、前項の国土交通大臣が定める基準のうち安全機能に係る

部分に適合しているものとみなす。 

 

（認証） 

第五条 前条第二項の認証（以下単に「認証」という。）は、第七条から第九条までの規

定により国土交通大臣の登録を受けた者（以下「登録認証機関」という。）が行うもの

とする。 

２ 認証を申請しようとする者（以下「認証申請者」という。）は、次に掲げる事項を記

載した申請書を登録認証機関に提出しなければならない。 

一 認証申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 申請に係る特殊装置の名称及び型式 

三 その他登録認証機関が必要と認める事項 

 

（認証の更新） 

第六条 認証は、五年以上十年以内において登録認証機関が定める期間（以下「有効期間」

という。）ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前条第二項の規定は、前項の認証の更新の場合について準用する。 

 

（登録） 

第七条 第五条第一項の登録（以下単に「登録」という。）は、認証の実施に関する事務



（以下「認証事務」という。）を行おうとする者の申請により行う。 

２ 登録を受けようとする者（以下この条において「登録申請者」という。）は、次に掲

げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。 

一 登録申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 認証事務を行おうとする事務所の名称及び所在地 

三 認証事務を開始しようとする年月日 

３ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 個人である場合においては、次に掲げる書類 

イ 住民票の抄本又はこれに代わる書面 

ロ 登録申請者の略歴を記載した書類 

二 法人である場合においては、次に掲げる書類 

イ 定款及び登記事項証明書 

ロ 申請に係る意思の決定を証する書類 

ハ 役員の氏名及び略歴を記載した書類 

三 登録申請者が次条各号のいずれにも該当しない者であることを誓約する書面 

四 登録申請者の行う認証が第九条第一項各号に掲げる登録要件に適合していることを

証する書類 

五 その他参考となる事項を記載した書類 

 

（欠格条項） 

第八条 次の各号のいずれかに該当する者は、登録を受けることができない。 

一 法又は法に基づく命令に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又

は執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 

二 第十八条の規定により登録を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者 

三 法人であって、認証事務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者がある

もの 

 

（登録要件等） 

第九条 国土交通大臣は、第七条の規定により登録を申請した者の行う認証が、次に掲げ

る要件の全てに適合しているときは、その登録をしなければならない。 

一 次のいずれかに該当する者が、認証の申請に係る特殊装置の安全機能を確認するた

めの審査を行うものであること。 

イ 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学（短期大学を除く。以下

同じ。）において機械工学若しくは電気工学に属する科目の教授、准教授、助教若

しくは講師の職にあり、若しくはこれらの職にあった者又は機械工学若しくは電気

工学に属する科目に関する研究により修士の学位を授与された者 



ロ 国又は地方公共団体の職員又は職員であった者で、特殊装置の安全機能に関する

専門的知識を有する者 

ハ 機械に関する分野の試験研究機関において試験研究の業務に従事し、又は従事し

た経験のある者で、かつ、これらの分野について専門的知識を有する者 

ニ イからハまでに掲げる者と同等以上の能力を有する者 

二 前号の審査の結果に基づき、次のいずれかに該当する者三名以上によって構成され

る合議制の機関の議を経て、認証するかどうかを決定するものであること。 

イ 学校教育法による大学において機械工学若しくは電気工学に属する科目の教授若

しくは准教授の職にあり、若しくはこれらの職にあった者又は機械工学若しくは電

気工学に属する科目に関する研究により博士の学位を授与された者 

ロ 前号ロ又はハに該当する者 

ハ イ又はロに掲げる者と同等以上の能力を有する者 

２ 登録は、登録認証機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。 

一 登録年月日及び登録番号 

二 登録認証機関の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者及び認

証事務を行う役員の氏名 

三 認証事務を行う事務所の名称及び所在地 

四 認証事務を開始する年月日 

 

（登録の更新） 

第十条 登録は、五年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効

力を失う。 

２ 前三条の規定は、前項の登録の更新について準用する。 

 

（認証事務の実施に係る義務） 

第十一条 登録認証機関は、公正に、かつ、第九条第一項各号に掲げる要件及び次に掲げ

る基準に適合する方法により認証事務を行わなければならない。 

一 特定の者を差別的に取り扱わないこと。 

二 認証をするかどうかを決定するために必要とされる基準（以下「認証基準」という。）

を定めること。 

三 認証基準を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表すること。 

四 認証をしたときは、認証申請者に認証証明書を交付すること。 

五 次のいずれかに該当するときは、その認証を取り消すこと。 

イ 認証を受けた特殊装置の安全性が適切に確保されていないと認めるとき。 

ロ 不正の手段により認証を受けたとき。 

六 第九条第一項第一号の審査を行う者若しくは同項第二号の合議制の機関の構成員を



決定しようとするとき、又はこれらを変更しようとするときは、その旨を、当該決定

又は変更を行おうとする日の二週間前までに、国土交通大臣に届け出ること。 

七 認証、認証の更新又は認証の取消し（以下この号において「認証等」という。）を

行ったときは、その旨（認証の取消しにあっては、その理由を含む。）を記載した書

面を、当該認証等の日から二週間以内に、国土交通大臣に届け出ること。 

八 認証事務によって知り得た秘密の保持を行うこと。 

 

（登録事項の変更の届出） 

第十二条 登録認証機関は、第九条第二項第二号又は第三号に掲げる事項を変更しようと

するときは遅滞なく、同項第四号に掲げる事項を変更しようとするときは変更しようと

する日の二週間前までに、次に掲げる事項を国土交通大臣に届け出なければならない。 

一 変更しようとする事項 

二 変更しようとする年月日 

三 変更しようとする理由 

 

（認証事務規程） 

第十三条 登録認証機関は、次に掲げる事項を記載した認証事務に関する規程を定め、認

証事務を開始しようとする日の二週間前までに、国土交通大臣に届け出なければならな

い。これを変更しようとするときも、同様とする。 

一 認証事務の時間及び休日に関する事項 

二 認証事務を行う事務所及び認証の実施場所に関する事項 

三 認証の申請に関する事項 

四 認証の手数料の額及び収納の方法に関する事項 

五 認証基準に関する事項 

六 認証基準の公表の方法その他の認証の実施の方法に関する事項 

七 不正の手段により認証を受けた者又は受けようとした者の処分に関する事項 

八 認証証明書の交付及び再交付に関する事項 

九 認証の有効期間その他認証の更新に関する事項 

十 認証の取消しに関する事項 

十一 第十九条第三項の帳簿その他の認証事務についての書類に関する事項 

十二 認証事務に関する秘密の保持に関する事項 

十三 認証事務に関する公正の確保に関する事項 

十四 その他認証事務に関し必要な事項 

 

（認証事務の休廃止） 

第十四条 登録認証機関は、認証事務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようとすると



きは、休止又は廃止しようとする日の二週間前までに、次に掲げる事項を記載した届出

書を国土交通大臣に提出しなければならない。 

一 休止し、又は廃止しようとする認証事務の範囲 

二 休止し、又は廃止しようとする年月日 

三 休止しようとする場合にあっては、その期間 

四 休止又は廃止の理由 

 

（財務諸表等の備付け及び閲覧等） 

第十五条 登録認証機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その事業年度の財産目録、貸

借対照表及び損益計算書若しくは収支計算書又はこれらに準ずるもの並びに事業報告書

（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用

に供されるものをいう。以下この条において同じ。）の作成がされている場合における

当該電磁的記録を含む。次項において「財務諸表等」という。）を作成し、五年間登録

認証機関の事務所に備えて置かなければならない。 

２ 認証を受けようとする者その他の利害関係人は、登録認証機関の業務時間内は、いつ

でも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号の請求をするに

は、登録認証機関の定めた費用を支払わなければならない。 

一 財務諸表等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求 

二 前号の書面の謄本又は抄本の請求 

三 財務諸表等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録さ

れた事項を紙面又は出力装置の映像面に表示したものの閲覧又は謄写の請求 

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって、次に掲げるもののうち

登録認証機関が定めるものにより提供することの請求又は当該事項を記載した書面の

交付の請求 

イ 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であって、当該電気通信回線を通じ

て情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情

報が記録されるもの 

ロ 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくこ

とができるもの（第十九条において「磁気ディスク等」という。）をもって調製す

るファイルに情報を記録したものを交付する方法 

３ 前項第四号イ又はロに掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力することによ

る書面を作成できるものでなければならない。 

（適合命令） 

第十六条 国土交通大臣は、登録認証機関が第九条第一項各号の要件に適合しなくなった



と認めるときは、その登録認証機関に対し、当該要件に適合するため必要な措置をとる

べきことを命ずることができる。 

 

（改善命令） 

第十七条 国土交通大臣は、登録認証機関が第十一条の規定に違反していると認めるとき

は、その登録認証機関に対し、同条の規定による認証事務を行うべきこと又は認証の方

法その他の業務の方法の改善に関し必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

（登録の取消し等） 

第十八条 国土交通大臣は、登録認証機関が次の各号のいずれかに該当するときは、その

登録を取り消し、又は期間を定めて認証事務の全部若しくは一部の停止を命ずることが

できる。 

一 第八条第一号又は第三号に該当するに至ったとき。 

二 第十二条から第十四条まで、第十五条第一項又は次条の規定に違反したとき。 

三 正当な理由がないのに第十五条第二項の規定による請求を拒んだとき。 

四 前二条の規定による命令に違反したとき。 

五 第二十条の規定による報告を求められて、報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

六 不正の手段により登録を受けたとき。 

 

（帳簿の記載等） 

第十九条 登録認証機関は、次に掲げる事項を記載した帳簿を備えなければならない。 

一 認証の申請を受け付けた年月日 

二 認証申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

三 認証の申請に係る特殊装置の名称及び型式 

四 認証の申請に係る特殊装置について第九条第一項第一号の審査を行った年月日及び

当該審査を行った者の氏名 

五 認証の申請に係る特殊装置について認証をするかどうかを決定した年月日及び当該

決定に係る議を経た第九条第一項第二号の合議制の機関の構成員の氏名 

六 認証をした特殊装置にあっては、前各号に掲げる事項のほか、認証証明書の交付の

年月日及び認証番号 

２ 前項各号に掲げる事項が、電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等に記

録され、必要に応じ登録認証機関において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面

に表示されるときは、当該記録をもって同項に規定する帳簿への記載に代えることがで

きる。 

３ 登録認証機関は、第一項に規定する帳簿（前項の規定による記録が行われた同項のフ

ァイル又は磁気ディスク等を含む。）を、認証事務の全部を廃止するまで保存しなけれ



ばならない。 

４ 登録認証機関は、次に掲げる書類を備え、認証の有効期間が満了した日（認証をしな

かったときは、第一項第五号に規定する日）から二年間保存しなければならない。 

一 認証の申請書及び添付書類 

二 認証の判定とその結果に関する書類 

 

（報告の徴収） 

第二十条 国土交通大臣は、認証事務の適正な実施を確保するため必要があると認めると

きは、登録認証機関に対し、認証事務の状況に関し必要な報告を求めることができる。 

 

（公示） 

第二十一条 国土交通大臣は、次に掲げる場合には、その旨を官報に公示しなければなら

ない。 

一 登録をしたとき又は第十条第一項の登録の更新をしたとき。 

二 第十二条の規定による届出があったとき。 

三 第十四条の規定による届出があったとき。 

四 第十八条の規定により登録を取り消し、又は認証事務の停止を命じたとき。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この省令は、平成二十七年一月一日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この省令による改正後の駐車場法施行規則（以下「新規則」という。）第五条第一項

の登録を受けようとする者は、この省令の施行前においても、その申請を行うことがで

きる。新規則第十三条の規定による認証事務規程の届出についても、同様とする。 

３ この省令の施行前に駐車場法施行令（以下この項及び次項において「令」という。）

第十五条の規定により国土交通大臣が令第二章第一節の規定による構造又は設備と同等

以上の効力があると認めた特殊の装置については、新規則第四条第一項の規定により国

土交通大臣が令第二章第一節の規定による構造又は設備と同等以上の効力があると認め

たものとみなす。 

４ 令第十五条に規定する特殊の装置については、新規則第四条第一項の規定にかかわら

ず、この省令の施行の日から起算して一年六月を経過する日までの間は、なお従前の例

によることができる。 


